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(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 143,039 3.0 6,118 39.5 6,831 41.9 3,642 35.0

18年３月期 138,886 △2.4 4,384 20.7 4,814 17.9 2,698 3.6

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

自己資本
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
19年３月期 59 00 － 5.2 4.7 4.3
18年３月期 43 18 － 4.1 3.4 3.2

（参考）持分法投資損益 19年３月期 116百万円 18年３月期 98百万円

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 149,585 75,075 47.8 1,159 19

18年３月期 144,094 68,678 47.7 1,111 50

（参考）自己資本 19年３月期 71,550百万円 18年３月期 －百万円

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による
キャッシュ・フロー 

財務活動による
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期 3,941 △843 △5,794 15,348

18年３月期 4,481 △559 △3,650 18,045

 １株当たり配当金  配当金総額
(年間) 

配当性向
（連結） 

純資産配当率 
（連結） （基準日） 中間期末 期末 年間

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

18年３月期 －  10 00 10 00 617 23.2 0.9 

19年３月期 －  10 00 10 00 617 16.9 0.9 

20年３月期 
（予想） 

－  10 00 10 00 － 20.6 － 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 49,300 11.6 △20 － 250 25.4 △40 － △0 65

通期 147,200 2.9 5,200 △15.0 5,700 △16.6 3,000 △17.6 48 60
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４．その他 

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無 

  

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更                    

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 

② ①以外の変更        有 

（注）詳細は、20ページ「会計処理の変更」及び「表示方法の変更」をご覧ください。 

(3）発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。 

（参考）個別業績の概要 

１．平成19年３月期の個別業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

(2）個別財政状態 

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年３月期 65,337,219株 18年３月期 65,337,219株

② 期末自己株式数 19年３月期 3,612,657株 18年３月期 3,576,566株

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 112,446 1.5 2,945 △3.2 3,530 5.1 2,102 4.0

18年３月期 110,771 △5.4 3,041 18.5 3,358 13.2 2,021 1.3

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭

19年３月期 34 03 －

18年３月期 32 35 －

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 130,586 63,768 48.8 1,032 60

18年３月期 128,015 62,454 48.8 1,010 39

（参考）自己資本 19年３月期 63,768百万円 18年３月期 －百万円

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 33,000 11.0 △1,070 － △800 － △530 － △8 58

通期 118,000 4.9 3,400 15.4 3,770 6.8 2,120 0.9 34 33

  

※本資料に記載されている業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実 

 際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

 なお、上記業績予想に関する事項は、３～４ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご参照下さい。 
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１．経営成績 
(1）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

 当期の国内経済は、好調な企業収益と意欲的な設備投資の増加とともに、個人消費や雇用情勢も改善してきました

が、当建設業界における受注環境は、民間設備投資は増加傾向にあるものの、国及び地方自治体の投資削減から公共

投資は引き続き低調に推移しました。 

 このような状況の中で、当社グループは営業体制の強化を図り、全社を挙げて新規工事の受注確保に努力しました

結果、連結受注高は1,463億円（前期比104％）となり、連結売上高は1,430億円（前期比103％）となりました。 

 利益については、工事原価低減及び経費節減等の業務改善施策を推進しました結果、連結経常利益は68億31百万円

（前期比142％）となりました。また連結当期純利益は、遊休不動産の売却などに伴う特別利益７億83百万円と特別

損失１億11百万円を計上しました結果、36億42百万円（前期比135％）となりました。 

  

 部門別の状況は次のとおりであります。 

  

鉄道電気工事部門 

 当期は、主な得意先である東日本旅客鉄道株式会社を始めとするＪＲ各社、公営鉄道及び民営鉄道などに対して積

極的な営業活動を展開し、新鶴見外10区間ＡＴＳ－Ｐ装置新設工事、東北新幹線新青森変電所外１箇所変電設備工事

及び東松戸・西白井間電車線路設備改良工事などを受注しました結果、受注工事高は863億円（前期比103％）となり

ました。 

 完成工事高は、東北新幹線一ノ関外１駅信号設備改良工事、郡山変電所電気設備取替工事及び地下鉄第８号線古

市・関目間電車線路設備工事などが完成しましたので831億円（前期比104％）となり、次期への繰越工事高は418億

円（前期比108％）となりました。 

  

一般電気工事部門 

 当期は、厳しい受注環境のもと積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めました結果、ホテルメトロポリタン仙

台改装電気設備工事、国立国会図書館東京本館新館改修電気設備工事、明治高等学校・明治中学校新築電気設備工事

及び福岡東医療センター病棟建替整備工事などの受注により受注工事高は360億円（前期比102％）となりました。 

 完成工事高は、栃木県議会議事堂新築電気設備工事、ヨコレイ横浜物流センター新築電気設備工事、新津市公共下

水道事業真木野ポンプ場電気設備工事及び浜名湖カントリークラブ風力発電機設置工事などが完成しましたので348

億円（前期比100％）となり、次期への繰越工事高は307億円（前期比104％）となりました。 

  

情報通信工事部門 

 当期は、積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めました結果、美咲町ラストワンマイル整備（ＦＴＴＨ）工事

及び呉市地域イントラネット伝送路整備工事などの受注により受注工事高は221億円（前期比106％）となりました。

 完成工事高は、浜益第２局ほか基地局改修工事及び新鳥取市広域ケーブルテレビ網整備工事などが完成しましたの

で216億円（前期比103％）となり、次期への繰越工事高は60億円（前期比109％）となりました。 

  

 ②次期の見通し 

 次期の見通しは、高水準で推移している原油価格や原材料価格の上昇及び金融政策の動向が経済に及ぼす影響への

懸念は残りますが、景気の回復は持続するものと思われます。当建設業界においては、民間設備投資は引き続き増加

傾向にあるものの公共投資の削減などに伴う受注競争の激化や材料費・労務費の高騰から、厳しい状況が続くものと

想定しております。このような状況の中で、鉄道電気工事部門については、安全・安定輸送に寄与するための安全レ

ベルの向上に努め、最大の得意先である東日本旅客鉄道株式会社の中期経営構想に対応しうる体制の整備を推進する

とともにＪＲ各社、公営鉄道、民営鉄道及びモノレールなどの在来鉄道以外の鉄道にも積極的な営業活動を展開し、

受注の拡大に努めてまいります。 

 一般電気工事部門については、駅再開発及び都市再開発等への営業を推進するとともに、リニューアル関連工事を

始めとした積極的な営業展開を行い、お客様のご要望にお応えできる当社独自の特徴ある提案の実施や新規分野への

展開も含めた営業体制の強化を図り、受注の確保に努めてまいります。 

 情報通信工事部門については、移動体通信分野、地上デジタル放送、ネットワーク工事などを受注するため積極的

な営業を全社展開するとともに、低価格で高品質な施工の推進を図ります。 

  当社グループは、このように全社を挙げて営業活動を展開して受注の拡大に全力を傾注し、安全と品質の確保に努

め、コスト競争力の創成、新規事業の開発及び人材育成を推進し、業績の向上に鋭意努力する所存であります。 
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 現時点での次期の業績見通しは、次のとおりであります。 

  

（連結業績） 

 売上高     147,200百万円 

 営業利益     5,200百万円 

 経常利益     5,700百万円 

 当期純利益    3,000百万円 

  

（個別業績）  

  売上高     118,000百万円 

  営業利益     3,400百万円 

  経常利益     3,770百万円 

  当期純利益    2,120百万円 

 

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況に関する分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、999億52百万円（前連結会計年度末は934億22百万円）となり、65億

29百万円増加しました。増加の原因の主なものは、受取手形・完成工事未収入金等の増加（523億53百万円から559億

79百万円へ36億25百万円増）及び未成工事支出金等の増加（169億67百万円から220億30百万円へ50億62百万円増）で

あります。減少の原因の主なものは、現金預金の減少（154億53百万円から133億44百万円へ21億９百万円減）であり

ます。 

  

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、496億33百万円（前連結会計年度末は506億72百万円）となり、10億

38百万円減少しました。減少の原因の主なものは、投資その他の資産の減少（291億74百万円から280億42百万円へ11

億31百万円減）であります。 

  

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、575億39百万円（前連結会計年度末は545億85百万円）となり、29億

53百万円増加しました。増加の原因の主なものは、支払手形・工事未払金等の増加（346億99百万円から418億26百万

円へ71億26百万円増）であります。減少の原因の主なものは、短期借入金の減少（37億84百万円から４億29百万円へ

33億55百万円減）であります。 

  

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、169億70百万円（前連結会計年度末は180億７百万円）となり、10億

37百万円減少しました。減少の原因の主なものは、退職給付引当金の減少（149億55百万円から141億55百万円へ８億

円減）であります。 

  

（純資産） 

 当連結会計年度末における純資産の残高は、750億75百万円（前連結会計年度末の純資産に少数株主持分を合計し

た残高は715億１百万円）となり、35億73百万円増加しました。増加の原因は、利益剰余金の増加（471億91百万円か

ら501億85百万円へ29億93百万円増）及び少数株主持分の増加（28億23百万円から35億24百万円へ７億１百万円増）

であります。 

  

 ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動による資金の増加があったものの、投資活動

及び財務活動による資金の減少により、前連結会計年度から26億96百万円減少し、153億48百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは39億41百万円の資金増加（前連結会計年度比５億39百万円減少）となりまし

た。これは、仕入債務の増加額71億26百万円等による資金増加要因、売上債権の増加額36億23百万円等による資金減

少要因によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは８億43百万円の資金減少（前連結会計年度比２億83百万円減少）となりまし

た。これは、有形固定資産22億２百万円の取得等による資金減少要因、企業保険の返戻による収入13億24百万円等に

- 4 -

日本電設工業株式会社（1950）平成19年３月期決算短信



よる資金増加要因によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは57億94百万円の資金減少（前連結会計年度比21億44百万円減少）となりまし

た。これは、短期借入金の純減少額31億円、社内預金制度廃止に伴う支出15億11百万円および配当金の支払による６

億17百万円等による資金減少要因によるものであります。 

  

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   ２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

   ３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ４．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用 

     しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債 

     を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用 

     しております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題と認識し、利益配分については、安定した配当を行い、また、企業体

質強化のための内部留保を確保することを基本方針としております。 

 内部留保資金については、人材の育成・教育、事業開発及び設備投資等の原資とし、更なる経営基盤の充実に備え

る所存です。 

 当期の配当金については、当期の業績及び今後の経営環境等を勘案し、１株につき10円を予定しております。 

  また、次期の配当金についても、上記の基本方針を踏まえ、１株につき10円の配当を継続する予定であります。 

  

(4）事業等のリスク 

  当社の主な事業に関して、経営成績等に影響を及ぼし、なおかつ投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

 事項には、以下のようなものがあると認識しております。 

 ①受注事業のリスク 

  当社の事業である建設業は受注事業であり、主なリスクは次の事項が挙げられます。 

 ア．労働集約事業であり、多くの協力会社と連携して事業を遂行していくために人材の育成及び教育等が求めら 

   れ、当社が必要とする能力を持った協力会社の確保が十分に行われなかった場合には事業遂行上影響を受ける

   可能性があります。 

 イ．工事の受注から完成までに期間を要し、請負金額が高額となるため、工事の施工に伴う立替金も高額となり、

   発注者の業績悪化等により工事代金回収の遅延や貸倒れの発生により業績に影響を及ぼす可能性があります。

 ウ．建設業法等関連法令において保有資格等の許可要件が厳密に定められているほか、各種規制や罰則が定められ

   ており、それに抵触した場合には営業停止等の処分が行われ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 エ．他社との受注競争の激化により工事採算が悪化する可能性があります。 

 オ．資材価格の急激な高騰があった場合には工事採算が悪化する可能性があります。 

  

②顧客依存のリスク 

 当社の完成工事高総額に占める東日本旅客鉄道株式会社の比率が高いことから、同社が何らかの理由により設備投

資等を削減しなければならなくなった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③社会的信用力低下のリスク 

 当社の行う工事施工の過程で重大な事故を発生させた場合、社会的に厳しい批判を受ける場合があることから、社

会的信用力の低下等により受注活動にも影響を及ぼす可能性があります。 

 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期

自己資本比率（％） 40.3 44.4 47.7 47.8 

時価ベースの自己資本比率（％） 18.3 27.8 37.2 35.1 

債務償還年数（年） 11.4 4.4 1.7 0.7 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 7.1 19.2 44.4 54.5 

- 5 -

日本電設工業株式会社（1950）平成19年３月期決算短信



２．企業集団の状況 
 当社グループ（当社及び関係会社）は、当社と子会社14社、関連会社５社により構成されており、事業は設備工事

（電気工事、情報通信工事）の請負、企画、設計・積算、監理を主として、ビル電気設備の保守、電気機器・材料の製

作、販売、不動産の賃貸・仲介・管理ならびに電気設備に関する教育・図書出版を行っているほか、情報サービス業を

営んでおります。 

 当社グループの取引を図示しますと次のとおりとなります。 

  

事業系統図 

 （注）☆印 連結子会社（３社） 

★印 非連結子会社で持分法非適用会社（11社） 

○印 関連会社で持分法適用会社（１社） 

無印 関連会社で持分法非適用会社（４社） 

  

 
得 意 先 

発注 

発注 

発注 

発注

発注

 

受 
 
 
  
  
  
  
  
  
 

注

 

受 
 
 
  
  
  
  
  
  
 

注

発注 

(電気機器・材料の製作、販売) 

★日本架線工業㈱ 

○㈱新陽社 

永楽電気㈱ 

㈱三工社 

(電気機器・材料の販売) 

☆ＮＤＫ総合サービス㈱ 

(不動産の賃貸・仲介・管理) 

☆ＮＤＫ総合サービス㈱ 

(情報サービス) 

☆ＮＤＫイッツ㈱ 

(電気設備に関する教育・図書出版) 

★ＮＤＫｱｰﾙｱﾝﾄﾞｲｰ㈱ 

(設備工事業) 

☆ＮＤＫ総合サービス㈱ 

★ＮＤＫ電設㈱ 

★日本電設電車線工事㈱ 

★日本電設変電工事㈱ 

★日本電設電力工事㈱ 

★日本電設信号工事㈱ 

★日本電設通信工事㈱ 

★トキワ電気工業㈱ 

☆東日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

★八重洲電機工事㈱ 

大栄電設工業㈱ 

○㈱新陽社 

(ビル電気設備の保守) 

☆ＮＤＫ総合サービス㈱ 

☆東日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

当   社 
（設 備 工 事 業）

(設計・積算、監理) 

★ＮＤＫ設備設計㈱ 

日本鉄道電気設計㈱ 

発注

 

受 

注 
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３．経営方針 
(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、「お客様本位の精神で安全・確実な業務の遂行により顧客の信頼を高め、新たなテクノロジーの創造をと

おして社会に貢献する」という基本理念のもと、鉄道電気設備、一般電気設備及び情報通信設備等の工事の設計・施

工と保守を行う企業として、品質の高い設備づくりを目指して企業努力を重ねております。また、安全・安定輸送の

重要性が高まる鉄道に対して一層寄与できる企業体制づくりを推進いたします。この方針に基づき、当社グループ

は、経営の透明性を確保しつつ、個々の取り組みをとおして企業価値の向上を図り、株主および取引先等の皆様の期

待にお応えできる企業へと成長していく所存です。 

  

(2）中長期的な経営戦略と会社の対処すべき課題 

 当社は、平成18年度以降３年間の「日本電設３ヶ年経営計画2006」を策定しております。この経営計画では平成20

年度の受注工事高1,250億円、経常利益率４％の達成を経営目標として「全国での営業展開強化と受注の拡大」、

「人材の確保と適正配置」、「人間力の向上」、「ＮＤＫグループの総合力による収益拡大」という４つの重点実施

テーマを掲げ、次の諸施策に取り組んでおります。 

①社員一人ひとりに事故の再発防止のための安全ルールを理解させ、安全意識の向上と事故防止の徹底を強化 

②東日本旅客鉄道株式会社への組織営業を強化するとともに、唯一全国規模で鉄道電気工事を営業している当社の技

  術を全国の鉄道事業者に提供し、ＪＲ各社、鉄道建設・運輸施設整備支援機構、公営鉄道、民営鉄道、モノレール

  事業者への積極的な全国的営業の推進 

③一般電気工事のリニューアル関連へのシフトを強め、全国的な営業体制を強化する 

④平成17年度から開始した、情報通信工事の全社展開を拡充し、移動体通信関連、地上デジタル放送への対応等の営

 業の推進 

⑤一般電気工事の価格競争力を強化するため、全国的な構造改革を実施する 

⑥社員一人ひとりの能力を高め、人間力の向上を図る 

⑦大量の定年年齢到達時代を迎え、新制度による要員の確保及び人材を有効活用する全社的な要員の適正配置 

⑧ＮＤＫグループの総合力を高め、収益力を拡大する 

  

  上記の経営課題に基づき、当期に次の事項を実施しました。 

①事故防止対策としての各種ルール・仕組みを「ＮＤＫ安全ルール」と総称し、安全の体系を社員、協力会社社員に

  展開 

②中央学園に公民鉄向け教育訓練設備を新設 

③全国の支店にリニューアルの名称を付した組織を設置するとともに、設備診断の出来る技術者を増やすため設備診

  断社内資格制度を制定  

④情報通信工事の全社展開の発足から目標としていた携帯電話基地局の開発・調査・設計業務を受注し全国で展開 

⑤工務部門については繁忙地域への要員異動を実施し、西日本地区の支店事務業務についても大阪地区へ集約 

⑥中央学園での教育体系の見直しや資格取得を従来よりも積極的に実施 

⑦継続雇用を推進するため嘱託として定年に達した社員を再雇用するほか、長期展望にたった採用計画に基づく新規

 採用 

⑧ＮＤＫ総合サービス㈱による、ＮＤＫグループ会社の事務、財務業務の受託業務を一部実施 
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４．連結財務諸表 
(1）連結貸借対照表 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
比較増減
(百万円)

区分 金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金預金  15,453   13,344  △2,109 

２ 受取手形・完成工事未
収入金等 

 52,353   55,979  3,625 

３ 有価証券  2,602   2,004  △597 

４ 未成工事支出金等  16,967   22,030  5,062 

５ 繰延税金資産  2,473   3,050  577 

６ その他  3,893   3,810  △83 

貸倒引当金  △320   △266  54 

流動資産合計  93,422 64.8  99,952 66.8 6,529 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物・構築物  22,596   23,212  616 

(2）機械・運搬具・工具
器具・備品 

 4,506   4,427  △78 

(3）土地  7,506   8,120  614 

(4）建設仮勘定  230   9  △220 

減価償却累計額  △15,650   △16,216  △566 

有形固定資産合計  19,188   19,554  365 

２ 無形固定資産  2,309   2,036  △272 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券  25,420   25,301  △118 

(2）繰延税金資産  1,080   809  △271 

(3）その他  3,057   2,278  △778 

貸倒引当金  △384   △347  36 

投資その他の資産
合計 

 29,174   28,042  △1,131 

固定資産合計  50,672 35.2  49,633 33.2 △1,038 

資産合計  144,094 100  149,585 100 5,490 
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前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
比較増減
(百万円)

区分 金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形・工事未払金
等 

 34,699   41,826  7,126 

２ 短期借入金  3,784   429  △3,355 

３ 未払法人税等  2,297   3,178  880 

４ 未成工事受入金  4,572   4,548  △23 

５ 完成工事補償引当金  48   39  △8 

６ 工事損失引当金  668   797  128 

７ 賞与引当金  3,552   3,481  △71 

８ 役員賞与引当金  －   43  43 

９ その他  4,961   3,194  △1,766 

流動負債合計  54,585 37.9  57,539 38.5 2,953 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金  2,427   2,147  △279 

２ 退職給付引当金  14,955   14,155  △800 

３ 役員退職慰労引当金  155   200  44 

４ その他  468   466  △1 

固定負債合計  18,007 12.5  16,970 11.3 △1,037 

負債合計  72,592 50.4  74,509 49.8 1,916 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分  2,823 1.9  － － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  8,494 5.9  － － － 

Ⅱ 資本剰余金  7,792 5.4  － － － 

Ⅲ 利益剰余金  47,191 32.8  － － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 6,752 4.7  － － － 

Ⅴ 自己株式  △1,552 △1.1  － － － 

資本合計  68,678 47.7  － － － 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

 144,094 100  － － － 
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前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
比較増減
(百万円)

区分 金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   － －   8,494 5.7 － 

２ 資本剰余金   － －   7,792 5.2 － 

３ 利益剰余金   － －   50,185 33.5 － 

４ 自己株式   － －   △1,579 △1.1 － 

 株主資本合計   － －   64,892 43.3 － 

Ⅱ 評価・換算差額等               

  その他有価証券評価差
額金 

  － －   6,658 4.5 － 

 評価・換算差額等合計   － －   6,658 4.5 － 

Ⅲ 少数株主持分   － －   3,524 2.4 － 

 純資産合計   － －   75,075 50.2 － 

 負債純資産合計   － －   149,585 100 － 
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(2）連結損益計算書 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 比較増減

(百万円)

区分 金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 完成工事高  138,886 100  143,039 100 4,153 

Ⅱ 完成工事原価  122,877 88.5  125,366 87.6 2,488 

完成工事総利益  16,008 11.5  17,672 12.4 1,664 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  11,623 8.3  11,553 8.1 △69 

営業利益  4,384 3.2  6,118 4.3 1,733 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息 21   46    

２ 受取配当金 289   364    

３ 持分法による投資利益 98   116    

４ その他 164 573 0.4 285 811 0.6 238 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息 99   71    

２ リース投資損失 36   20    

３ その他 7 143 0.1 6 99 0.1 △44 

経常利益  4,814 3.5  6,831 4.8 2,016 

Ⅵ 特別利益        

１ 貸倒引当金戻入額 38   90    

２ 完成工事補償引当金戻
入額 

19   22    

３ 固定資産売却益 436   99    

４ 関係会社株式売却益 －   8    

５ 企業保険返戻金  319   554    

６ その他 － 814 0.5 9 783 0.5 △30 

Ⅶ 特別損失        

１ 投資有価証券売却損 －   23    

２ 投資有価証券評価損 29   37    

３ ゴルフ会員権等評価損 11   －    

４ 退職給付費用 188   －    

５ 減損損失 176   －    

６ 固定資産売除却損 65   46    

７ その他 2 473 0.3 3 111 0.1 △362 

税金等調整前当期純利
益 

 5,155 3.7  7,504 5.2 2,348 

法人税、住民税及び事
業税 

2,561   3,400    

法人税等調整額 △374 2,186 1.6 △240 3,160 2.2 973 

少数株主利益  270 0.2  701 0.5 430 

当期純利益  2,698 1.9  3,642 2.5 943 
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